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1 東京都電気事業報告書
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1 概況

(1) 総括事項

①事業の概要

電気 事業 之』
τ民 言十

電気事業会計は、多摩川の流水を利用して、小河内ダム直下の多摩川第一発電所、白丸

調整池に隣接する白丸発電所及び青梅市御岳の多摩川第三発電所において発電を行う電

気事業の収支を経理しています。

交通局は、クリーンエネルギーである水力発電による電気を安定的に供給するため、施

設・設備等の定期的な保守・点検に加え、計画的な修繕や改修を行うとともに、業務委託

の活用などにより簡素で効率的な事業運営に努めました。

また、平成 25年度から、公募により選定した電気事業者に発電した電気を供給してい

ます。.

②営業状況(税込)

販売電力量は 11万 6，956メガワット時で、前年度に比べて 6，980メガワット時増加し

まじた。電力料収入は 17億 99百万円で、前年度に比べて l億 22百万円の増収となりま

した。

③財政状況

収益的収支については、電力料収入 16億 51百万円、長期前受金戻入等 46百万円、合

計16億 98百万円の収入に対し、支出は、人件費 I億 73百万円、物件費5億 36百万円、

減価償却費等2億 16百万円で、合計9億25百万円でした。

この結果、令和元年度の経常損益は 7億 73百万円の黒字となりました。また、純損益

は7億 73百万円の黒字となり、令和元年度末の未処分利益剰余金は7億 73百万円となり

ました。

資本的収支については、収入はなく、支出は建設改良費2億円で、翌年度への繰越工事

資金2億 37百万円を含め、差号14億 37百万円の資金不足となりました。

この不足額を損益勘定留保資金等で補填した結果、令和元年度末の累積資金残は 56億

35百万円となりました。
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(2) 議会議決事項

① 予算関係

議 決 |議案番号 議 決 事 項
メT3L 令和 2年
2. 3.27 第 1 回 第 25号 令和2年度東京都電気事業会計予算
定例会

② 決算認定

議 決 議 決 事 項
メ寸L3 令和克年
元.12.18第 4 回 平成30年度東京都電気事業会計決算
定例会

③ 条例関係

議 決 i議案番号 議 決 事 項
メT弘3、 令和 yじ年

東京都公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の
元.12.18第 4 回 第219号

一部を改正する条例
定例会

(3) 行政官庁許認可事項

5青
申 請 先 許 圭ロ'刃u' 可 事 項

許認可

日 年月 日

平
自然公園法第20条許可

平
31. 1. 28 東京都知 事

(白丸調整池ダム監視所移設)
31. 4. 10 
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(4) 職員に関する事項

令和2年3月末現在の人員は次のとおりである。

区 分 人 員

人

事 務 職 員
3 

技 術 職 員
17 

計
20 

関 連 勘 定 人 員 l 

メロb、 計
21 

(注) 上段の( )書は再任用短時間勤務職員の人員で外数である。

(5) 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当事項なし
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2 工 事

(1) 改良工事の概況

本年度施工の主な工事は次のとおりである。

区 分 件 名 金 額

構 築 物 白丸調整池ダム監視所・展示室建屋建設工事 等 89，813，660円

建 物 多摩川第一発電所改修工事等 81，398，800 

そ の イ也 多摩川第一発電所設備更新基本設計委託等 45，499，477 

計 216， 711， 937 

(2) 保存工事の概況

本年度施工の主な工事は次のどおりである。

区 分 金 額

機 械 装 置 修 繕 43，847，250円

建 物 修 繕 74，393 

そ の 他 修 繕 208，621 

計 44，130，264 
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3 業 務

(1) 業務量

所別 種 目j 年間文は年度末 一日 平 均 備 考

摩多 認可発 電 出力 最常大時
19，000 kW 一般送配電事業者の工事

一 他に伴う発電停止(9/15の5，400 
) 11 1日間)

第
可能 発電電 力 量 67，416，155 kWh 一

一
発
発 電 日 数 365 日 一

電
販 売電力 量 64，252，669 kWh 176，035 kWh 

所

摩多 認可発 電出 力 最常大時
16，400 kW 台風による河川増水に伴う

5，300 一 発電停止 (10/13~31の19

)11 日間)

第
可能発電電力量 60，343，080 kWh 一 保護継電器更新に伴う発

一
電停止 (2/27~3/3の6 日

電 数
間)

発 日 341 日
発 一
電
販 クτま己'" 電 力 量 50，386，152 kWh 147，760 k汎も

所
白
認可 発 電出 力 最常大時

1，100 kW 台風による河川増水に伴う

130 一 発電停止 (10/1 3~12/17

丸 の66日間)

可能発電電力量 3，258，530 kWh 水車発電機冷却水配管点

発 検に伴う発電停止 (2/11~

発 電 日 数 277 日 一
13の3日間)

電 電力量計更新に伴う発電

販 フτ乏己ゴ 電力 量
停止 (2/21~3/11の20 日

所
2，317，399 kWh 8，366 kV¥也 間)

認可発電出力 最常大時
36，500 kW 

一10，830 

可能発電電力 量 131，017，765 kWh 一

計 発 電 日 数 366 日 一

販 クτ土巴'" 電力 量 116，956，220 kWh 319，553 k汎也

電 力 料
1，651，421，821円 4，512，081 円

( )は税込み(1，799，455，020 ) ( 4，916，544 ) 

(2) 事業収入に関する事項

科 目 年 間 一 日 平 均

円 円

営 業 収 益 1，669，559，883 4，561，639 

戸凸ん 業 外 収 益 27，974，831 76，434 

メ口玉、 計 1，697，534，714 4，638，073 
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(3) 事業費に関する事項

科 目 年 間 一 日 平 均

円 円

悼凸ん 業 費 用 924，475，610 2，525，889 

悼邑ん 業 外 費 用 48，952 134 

ぷロb、 計 924，524，562 2，526，023 

4 .6.. 計τ民

該当事項なし

5 その他

(1) 一般会計補助金の使途について

① 一般会計補助金のうち 800，000円については、児童手当給付負担費として職員給

与費に全額充当した。
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1 ム寸3、 平日 フE 年 度 東 京 都

(1)収益的収入及び支出

収 入

予 算 額

科 目
当 初 予 算 額 補正予算額 ぷ口b、 計

円 円 円
電気事業収益 1，801，000，000 。 1，801，000，000 

営 業 収 益 1，771，000，000 。 1，771，000，000 

営業外収益 30，000，000 。 30，000，000 

収 入 メ口b、 計 1，801，000，00。 。 1，801，000，00。

支 出

予 算 額

科 目 地方公営企業法第|

当初予算額 補正予算額 計 26条第2項の規定
による繰越額

円 円 円 円
電気事業費 1，377，000，000 。 1，377，000，000 。
営 業 費 用 1，241，000，000 。 1，241，000，000 。
営業外費用 136，000，000 。 136，000，000 。

支 出 よ口』 計 1，377，000，000 。 1，377，000，000 。
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電 戸メ~ 事 業 決 算 報 主EヒI 書

予 算 額 比 J、、、、， 

決 算 額 備 考

決 算 額 の 増 減

円 円 (うち仮受消費税 円
1，846，756，072 45，756，072 及び地方消費税)

1，818，781，534 47，781，534 

27，974，538 ム 2，025，462 

1，846，756，072 45，756，072 149，221，846 

地方公営企業法

決 算 額
第26条第2項の

不 用 額 備 考
規定による

メ口己、 計 繰 越 額

円 円 円 円 (うち仮払消費税円
1，377，000，000 1，056，501，388 。 320，498，612 及び地方消費税)

1，241，000，000 962，877，671 。 278，122，329 

136，000，000 93，623，717 。 42，376，283 

1，377，000，000 1，056，501，388 。 320，498，612 38，402，061 
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(2)資本的支出

予 算

科 目
地方公営企業法第26条

当初予算額 補正予算額 計
の規定による繰越額

円 円 円 円
電気事業資本的支出 432，000，000 。 432，000，000 83，000，000 

建設改良費 432，000，000 。 432，000，000 83，000，000 

支 出 メ口合、 計 432，000，000 。 432，000，000 

資本的支出の補填財源は、次のとおりである。

税 込 税 抜
資本的収入合計 。 。
資本的支出合計 216，711，937 199， 781， 311 
差 ヲ| ム 216，711，937 ム 199，781， 311 

翌年度への繰越工事資金 261，000，000 237，272，728 
差引資金不足額 477， 711， 937 437，054，039 

差引資金不足額(税抜)は、損益勘定留保資金等で補填した。
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額
地方公営企業法

決 算 額 第26条の規定に 不 用 額 備 考
メ口ミ 計 よる翌年度繰越額

円 円 円 円 (うち仮払消費税 円
515，000，000 216， 711， 937 261，000，000 37，288，063 及び地方消費税)

515，000，000 216，711，937 261，000，000 37，288，063 

515，000，000 216，711，937 261，000，000 37，288，063 16，930，626 
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2 令和元年度東京都電気事業損益計算書

(平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで)

再出，4 業 日叉 益

(1) 電 力 料 収 入 1，651，421，821円

(2) 雑 リ又 入 18，138，062 1，669，559，883円

2 営 業 費 用

(1) 7]< カ 発 電 所 費 728，366，539 

(2) 送 電 費 45，999，398 

(3) 発 電 h日j; 理 費 150，109，673 924，475，610 

持員ι 業 手IJ 益 745，084，273円

3 営 業 外 収 益

(1) 受取利息及び配当金 749，269 

(2) 一般会計補助金 892，000 

(3) 長期前受金戻入 26，318，753 

(4) 雑 収 益 14，809 27，974，831 

4 F出"" 業 外 費 用

(1) 雑 支 出 48， 952 48，952 27，925，879 

経 常 手Ij 益 773，010，152 

当 年 度純利 益 773，010，152 

当年度未処分利益剰余金 773，010，152 
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3 令和元年度東京都

(平成31年 4月 1日から

資 本 金
資本剰余金

事 業 施 設
資本剰余金未IJ 益

3声ζ1 目首 財 産 メロ玉、 三ロt積 立 金
評 価 額

円 円 円 円

円り 年 度 末 残 両 2，960，833，999 198，000 198，000 305，316，060 

前 年 度 処 分 額 。 。 。 。
議会の議決による処分額 。 。 。 。
|建設改良積立金の積立 。 。 。 。

処 分 後 残 高 2，960，833，999 198，000 198，000 305，316，060 

当 年 度 効。ιて 動 額 。 。 。 。
当 年 度 純 手Ij 益 。 。 。 。

当 年 度 末 残 高 2，960，833，999 198，000 198，000 305，316，060 

(注) この計算書におけるム表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。
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電気事業剰余金計算書

令和 2年 3月31日まで)

剰 刀人て 金

利益剰 刀人τ= 金
資 本 ム口、 計

中 小水力
建 設 改 良 利 益 剰 余 金

発 電開発
積 立 金

未処分利益剰余金
よロ』 計

改 良積立金

円 円 円 円 円;

803，747，000 3，376，948，487 693，664，268 5，179，675，815 8，140，707，814 

。 693，664，268 ム 693，664，268 。 。
。 693，664，268 ム 693，664，268 。 。
。 693，664，268 ム 693，664，268 。 。

(繰越利益剰余金)

803，747，000 4，070，612，755 。 5，179，675，815 8，140，707，814 

。 。 773，010，152 773，010，152 773，010，152 

。 。 773，010，152 773，010，152 773，010，152 

(当年度未処分利益剰余金)

803，747，000 4，070，612，755 773，010，152 5，952，685，967 8，913，717，966 
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4 令和元年度東京都電気事業剰余金処分計算 書 (案)

資 本 金 資 本剰余 金 未処分利益剰余金

円 円 円

i当 年 度 末 残 両 2，960，833，999 198，000 773，010，152 

l議会の議決による処分額 。 。ム 773，010，152
|建設改良積立金の積立 。 。ム 773，010，152

(繰越利益剰余金)

処 分 後 残 高| 2，960，833，9991 198，0001 。

(注) この計算書におけるム表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。
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5 令和元年度東京都電気事業貸借対照表

(令和 2年 3月31日現在)

資 産 の 部

1 固定資産

(1) 有形固定資産

① 土 地 99，535，392円

② 建 物 861，872，857円

減価償却累計額 ム 447，737，533 414，135，324 

③ 構 築 物 3，506，276，282 

減価償却累計額 ム 2，467，302，751 1，038，973，531 

④ そ の 他構築物 774，875，790 

減価償却累計額 ム 214，517，317 560，358，473 

⑤ 機 械 装 置 4，692，482，605 

減価償却累計額 ム 3，227，481，831 1，465，000，774 

@ 工具、器具、備品 85，577，518 

減価償却累計額 ム 59，612，077 25，965，441 

⑦ 建設仮勘定 161，731，294 

③ 
関 連有形閤定資産 58，732，384 分 担 額

減価償却累計額 ム 35，572，048 23，160，336 

⑨ 
関連日 一ス 資産

7，371，660 
分 担 額

減価償却累計額 ム 3，630，794 3，740，866 

有形固定資産合計 3，792，601，431円

(2) 無形固定 資産

① 電話施設利用権 40， 375 

② その他無形固定資産 7，340，518 

③ 
関連無形国定資産

218，035 分 担 額

④ 
関 連 リース資産

636， 191 分 担 額

無形固定資産合計 8，235，119 

(3) 投資その他の資産

① その他投資 49， 320 

② 
関連投資その他の資産 1，017，997 
分 担 額

投資その他の資 産 1， 067， 317 合 計

固定 資産合計 3，801，903，867円

2 流 動 資 産

(1) 現金及び預金

① 預 金 5，094，192，926 

(2) 未 収 金

① 営業未 収 金 90，162，470 

② 営業 外 未 収 金 892，000 

(3) 有 価 証 券

(4) 前 払 費 用

(5) 前 払 金

(6) 未 収 収 益

流動 資 産 合 計

資 産 l口L 言十

5，094，192，926 

91，054，470 

811，800， 000 

9，910 

96，207，000 

136， 647 
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部の{責負

債

債務

負定国

リ

3 

3，026，675円ス

引当

退職給付引当金

固定負債合計

金

(1) 

(2) 

① 158，655，344 158，655，344円

161，682，019円

1，757，346 

202，186，351 

2，680 

110，440，891 

58，592，660 

2，680 

33，152，800 

金

当金

金

流動負債合計

流動負債

(1)リース債務

(2) 未払金

①営業未払金

② その他未払金

(3)未払消費税
唱ノ 及び地方消費税

(3) 前受金

①営業前受金

(4) 引当

①賞与引

(5) 預

4 

15，788，423 

1，004，330 

15，788，423 

り

220， 739， 130 

1，293，732，907円

494，590，925 ム 799，141，982

340，490，000 

101，544，901 ム 238，945，099

4，955，260 

3，029，879 ム 1，925，381

599， 165， 705 

599， 165， 705 

繰延収益

(1) 長期前受金

①受贈財産

収益化累計額

国庫補助金

収益化累計額
関連長期前受金
分担額

収益化累計額

長期前受金合計

繰延収益 合計

負債合計

5 

② 

③ 

981， 586， 854 

部の本資

資本

減債積立金組入額

金6 

(1) 

(2) 

1，632，549，370 

1，328，284，629 その他剰余金組入額

剰余金

(1) 資本 剰 余金

① 事業施設受贈
財 産評 価額

資本剰余金合計

利益剰余金

利益積立金
中小水力 発電
開発改良積立金

建設改良積立金
当 年 度末 処 分
利益剰 余 金

2，960，833，999 計t、
ロ金本資

7 

198，000 

198，000 

305，316，060 

803，747，000 

(2) 

① 

② 

③ 

④ 

4，070，612，755 

773，010，152 
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利益剰余金合計

剰 余金合計

資本合計

負債資本合計

5，952，685，967円
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6 注記

I重要な会計方針

1資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

ア満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)によっている。

イその他有価証券

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理している。)

2 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定額法によっている。

主な耐用年数

建物

構築物

機械装置

(2)無形固定資産

8~50年

36~57年

5~22年

定額法によっている。

3 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する額を計上し

ている。

(2)賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、 当年度末における支給見込額に基づき、当

年度の負担に属する額 (12月から3月までの4か月分)を計上している。

4 消費税等の会計処理基準

税抜き方式によっている。

H キャッシュ・フロー計算書

重要な非資金取引として、新たに計上したファイナンス ・リース取引に係る資産の額は 3，139，056円、

負債の額は 3，452，962円である。

E リース契約により使用する固定資産

1 リース取引の処理方法

(1) リース料総額が300万円超かっリース期聞が1年超の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

(2) リース料総額が300万円以下又はリース期聞が1年以内の所有権移転外ファイナンス・リース

取引及びオベレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を行っている。

Nその他の注記

1退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職給付引当金 705，082円を取り崩した。

2賞与引当金の取崩し

当年度において、賞与引当金 15，232，001円を取り崩した。
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令和 2年 5月 3 1 日

東京都公営企業管理者

東京都交通局長代理 次長 久我英男





3 東京都電気事業会計決算参考書





27

1 令和元年度東京都電気事業キャッシュ・フロー計算書

(平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで)

l 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却損

引当金の増減額(ムは減少)

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

未収金の増減額(ムは増加)

未払金の増減額(ムは減少)

その他流動資産の増減額(ムは増加)

その他流動負債の増減額(ムは減少)

小計

利息、及び配当金の受取額

業務活動によるキャッシュ・フロー

773，010，152円

215，518，196 

2，297，212 

ム 16，792，941

ム 26，318，753

ム 749，269

64，261，251 

t:，. 29， 678， 577 

ム 9，910

ム 259，310

981，278，051 

710，837 

981，988，888 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

有価証券の取得による支出

有価証券の償還による収入

投資活動によるキヤツ、ンュ・フロー

ム 139，254，192

ム 7，099，970

t:，. 811， 800， 000 

I， 315， 700， 000 

357，545，838 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・ フロー

ム 1，613，054

ム 1，613，054

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高
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2 収 益 費 用 明 五回 三Eヨ主

(1) 収 益

款 項 目 節 金 額

円

電気事業収益 1，697，534，714 

(1)営業 収益 1，669，559，883 

1電力料収入 1，651，421，821 

電 力 料 1，651，421，821 

2雑 収 入 18，138，062 

広 告 料 収 入 13，200 

住宅施設収入 1，154，346 

賃 貸 料 11，495，978 

雑 入 5，474，538 

(2)営業外収益 27，974，831 

l受取利 息
及び配当金

749，269 

:手3立に， 取 手IJ ，息 356，865 

有価証券利息 72，405 

:.:>手立~ 取配 当 金 319，999 

般 1τ民』 計
2補 助 金

892，000 

一 般会計補 助 金 892，000 

3長期前 受金
戻 入

26，318，753 

戸Jえ， 贈 財 産 14，144，483 

国 庫補助金 12，171，784 

そ の 他 補 助金等 2，486 

4雑 収 益 14，809 

雑 収 入 14，809 

収 益 lロk 計 1，697，534， 714 
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(2) 費 用

款 項 目 節 金 額

円

電気事業費 924，524，562 

(1)営業費用 924，475，610 

l水力発電所費 728，366，539 

人件費) (59， 336， 710) 

給 料 28，966，800 

手 当 24，092，993 

賞 与 号l当 金
518，450 

繰 入 額

退 職 金 1，567，440 

退職給付引当金
ム 6，377，230 

取崩額

法定福利 費 10，474，984 

厚生福利 費 93，273 

経 費 (458， 882， 115) 

機械装置修繕費 39，931，100 

その他修繕費 189， 520 

賃 金 3，726，983 

固定資産除却費 2， 108， 753 

備 ?首 口口口 費 2，346，099 

被 ij~ 費 123， 716 

油 1旨 費 286，000 

水道光熱費 6，348，402 

旅 費 383，975 

通信運搬費 4，058，064 

印刷製本 費 2，069 

負 金 5，601，682 

委 託 料 248，992，398 

手 数 料 32，535 

賃 借 料 8，057，733 

掃 除 料 1，657，660 
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款 項 目 節 金 額

円

保 険 料 11，950，397 

ダ ム 利用 料 26，000，000 

市町村交付金 43，277，200 

自 動 車重量税 33，000 

水利使用 料 53，774，829 

(減価償却費) (210， 147， 714) 

有形固定資産
208，030，547 

減価 償 却費
無 形固 定 資産

2， 117，167 
減価 償 却 費

2送 電 費 45，999，398 

(人件費) (19， 223， 149) 

給 料 8，551，200 

手 当 6，829，963 

賞与引 当 金
22，247 

繰 入 額
退職 給 付引当 金

722，940 
繰 入 額

法 定福 利 費 3，069，906 

厚生福利費 26，893 

経 費 (24，416，935) 

被 ß~ 費 49，018 

旅 費 35，016 

委 託 料 19，757，653 

賃 借 料 4，528，624 

保 険 料 46，624 

(減価償却費) (2， 359， 314) 

有形固定資産費
減 価 償却

2，359，314 

3発電管理費 150，109，673 

( 人件 費) (94， 664， 721) 

絵 料 44， 260， 716 

手 当 44，206，352 

賞与引 当 金
15， 725 

一 」 繰 入 額
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款 項 目 節 金 額

円

退 職 金 1，083，667 

退職給付引当金
ム 11，695，073 

取崩額

法定福利費 16，644，019 

厚生福利費 149，315 

経 費 (52， 433， 784) 

建物修繕費 68，172 

その他修繕費 136 

賃 金 389，654 

固定資産除却費 188，459 

備 I南 ロロロ 費 1，003，275 

被 月R 費 24，558 

薬 餌 費 5，181 

医療用 品 費 40，895 

水道光熱費 504， 149 

旅 費 3，088，904 

通信運搬費 604，045 

印刷製本費 255，565 

負 担 金 4，741，355 

報 償 費 118，953 

委 託 料 38， 151，222 

手 数 料 33，377 

賃 {昔 料 2，644，457 

掃 除 料 14， 755 

保 険 料 46，440 

道路使用 料 2，233 

市町村交付金 13，093 

自動 車重量 税 214 

研 究 費 494，692 

(減価償却費) (3， 011， 168) 
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款 項 目 節 金 額

円

有形固定資産
1，022，201 

減価償却費
リース有形固定資産

1，386，141 
減価償却費
無形固定資産

500，942 
減価償却費

リース無形固定資産費
減価償却

101，884 

(2)営業外費用 48，952 

1雑 支 出 48，952 

たな卸減耗損 768 

雑 支 出 48， 184 

費 用 lロk 計 924，524，562 
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3 有 形 固 定

資 産 の 種 類
年 度 当 初 当 年 度 当 年 度 年 度 末

現 在 高 増 力日 額 減 少 額 現 在 高

1電 気 事 業 円 円 円 円

有 形 固 定 資 産 10，006，818，679 259，554，185 84，021，126 10，182，351，738 

(水力発電設備) 9，885，309，512 259，554，185 84，021，126 10，060，842，571 

(1)土 地 99，473，190 。 。 99，473，190 

発電所用地 56，728，858 。 。 56，728，858 

その他用地 42，744，332 。 。 42，744，332 

(2)建 物 724，990，672 144，033，185 7，151，000 861，872，857 

発 電 所 689，983，629 144，033，185 7，151，000 826，865，814 

その他建物 35，007，043 。 。 35，007，043 

(3)構 築 物 3，385，319，089 。 。 3，385，319，089 

水 路 2，898，038，381 。 。 2，898，038，381 

調 整 池 487，280，708 。 。 487，280，708 

(4)その他構築物 774，386，018 。 。 774，386，018 

塀及び門 13，325，646 。 。 13，325，646 

そ の 他 761，060，372 。 。 761，060，372 

(5)機械装置 4，690，988，805 9，700，000 8，206，200 4，692，482，605 

機械装置 4，402，877，392 9，700，000 8，206，200 4，404，371，192 

諸 装 置 288， 111，413 。 。 288， 111，413 

(6)工具、器具、備品 85，577，518 。 。 85，577，518 

器具、 備品 52，855，593 。 。 52，855，593 

諸 車 32，721，925 。 。 32，721，925 

(7)建設仮勘定 124，574，220 105，821，000 68，663，926 161，731，294 

建 物 82，885，915 。 68，663，926 14，221，989 

構 築 物 11，600，000 10，300，000 。 21， 900， 000 

その他構築物 28，197，826 72，601，000 。 100，798，826 

機械装置 1，890，479 22，920，000 。 24，810，479 

送 電 設 備 121，509，167 。 。 121，509，167 

(1)士 地 62，202 。 。 62，202 

鉄塔敷地 62，202 。 。 62，202 

(2)構 築 物 120，957，193 。 。 120，957，193 

架空電線路 120，957，193 。 。 120，957，193 

(3)その他構築物 489， 772 。 。 489， 772 

塀及び門 489， 772 。 。 489， 772 

2関連有形固定資産

分担額 59，458，328 185， 793 911，737 58，732，384 

3関連リ ー ス資産

分担額 5，508，666 2，487，120 624， 126 7，371，660 

電 FヌゴL 事 業 tτ民』 計

有形固定資産合計 10，071，785，673 262，227，098 85，556，989 10，248，455，782 

(注)関連勘定については交通事業会計を参照
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資 産 明 細 書

減 価 償 却 累 計 額 年 度 末

年度当初現在両 当年度修正額 当年度償却額 累 計 額 償却未済高

円 円 円 円 円

6，219，510，095 ム 13，248，447 210，389，861 6，416，651，509 3，765，700，229 

6，152，366，773 ム 13，248，447 208，030，547 6，347，148，873 3，713，693，698 

99，473，190 

56，728，858 

42，744，332 

438，346，598 ム 6，793，450 16，184，385 447，737，533 414，135，324 

409，495，673 ム 6，793，450 15，544，803 418，247，026 408，618，788 

28，850，925 。 639，582 29，490，507 5，516，536 

2，372，808，735 。 25，456，663 2，398，265，398 987，053，691 

2，016，150，303 。 21，343，511 2，037，493，814 860，544，567 

356，658，432 。 4，113，152 360，771，584 126，509，124 

180，479，424 。 33，572，610 214，052，034 560，333，984 

260， 168 。 1，184，008 1，444，176 11，881，470 

180，219，256 。 32，388，602 212，607，858 548，452，514 

3，107，452，090 ム 6，454，997 126，484，738 3，227，481，831 1，465，000，774 

2，946，510，007 ム 6，454，997 110，851，693 3，050，906，703 1，353，464，489 

160，942，083 。 15，633，045 176，575，128 111， 536， 285 

53，279，926 。 6，332，151 59，612，077 25，965，441 

25，178，982 。 4，806，705 29，985，687 22，869，906 

28，100，944 。 1，525，446 29，626，390 3，095，535 

161，731，294 

14，221，989 

21，900，000 

100，798，826 

24，810，479 

67，143，322 。 2，359，314 69，502，636 52，006，531 

62，202 

62，202 

66，678，039 。 2，359，314 69，037，353 51，919，840 

66，678，039 。 2，359，314 69，037，353 51，919，840 

465，283 。 。 465，283 24，489 

465，283 。 。 465，283 24，489 

35，273，125 ム 723，278 1，022，201 35，572，048 23，160，336 

2，868，779 ム 624， 126 1， 386， 141 3，630，794 3，740，866 

6，257，651，999 ム 14，595，851 212，798，203 6，455，854，351 3，792，601，431 
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4 盆E 形 固 疋炉ム~

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額

円 円

1 電気事業無形固定資産 2，958，060 6，980，000 

電 話 施 設 利 用 権 40，375 。
その 他無形固定資産 2，917，685 6，980，000 

2 関連無形固定資産分担額 159，007 119，970 

3 関連リース資産分担額 86， 139 651，936 

電 Fメ~ 事 業 Zコ=』= 計

鉦 形 固 定 資 産 メ口ユ、 計 3，203，206 7，751，906 

(注)関連勘定については交通事業会計を参照

5 投 資 そ の 他

種 別 年度当初現在高 当年度増加額

円 円

1 そ の 他 投 資 49，320 。
2 関連投資その他の資産分担額 1，017，997 。
電 たメ(i. 事 業 JコLミ 計

投資その他の資産合計 1，067，317 。
(注〉関連勘定については交通事業会計を参照
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資 産 明 細 書

当年度減少額 当年度減価償却額 年度末現在高 備 考

円 円 円

。 2，557，167 7，380，893 

。 40，375 

。 2，557，167 7，340，518 

。 60，942 218，035 

。 101，884 636， 191 

。 2，719，993 8，235， 119 

の 資 産 明 車田 重巨ヨ主

当年度減少額 年度末現在高 備 考

円 円

。 49，320 

。 1，017，997 

。 1，067，317 






